
１．はじめに

2011年のGHGプロトコル「SCOPE 3 基準」や2013年の「ISO/TR 14069」の発行によって，
サプライチェーン全体における温室効果ガス排出量の計算や報告が求められるようになり，従
来の自社内の環境管理に加え，調達連鎖で繋がる企業間の連携による環境対策が世界的に求め
られるようになっている1）．このようなサプライチェーン単位での取り組みは，カーボン･ディ
スクロージャー ･プロジェクト（CDP）などによる機関投資家の企業価値評価の重要な判断項
目として認識され，サプライチェーン単位での環境管理が世界的に一層強化されてきている．
このサプライチェーン単位での環境管理は，欧米では1990年代末頃よりグリーンサプライチェー
ンマネジメント（Green Supply Chain Management, 以下，GSCM）と呼ばれ，製品のライフ
サイクル思考（Life Cycle Thinking）の考えのもとで経済効率性の向上および地球規模の環境
問題の改善を図る効果的な手段として注目されている．GSCMの定義に関しては統一されたも
のが存在しないため，本研究ではGSCMを「製品が環境に及ぼす影響を低減するためのプロセ
ス管理・運営」とし，企業自社内の環境対策に加え，川上のサプライヤーおよび川下の顧客と
の連携による環境対策により構成される2）ものとする．

日本企業によるGSCMは，主に経済のグローバル化や地球規模の環境問題を背景として，国
内外の法規制や各方面のステークホルダーの要請により推進されてきた3）4）．これまでのGSCM
実施内容について，企業自社内の環境管理としての環境マネジメントシステム導入などの組織
的な取り組み，製品のライフサイクルを観点とした環境配慮型設計，企業の社会的責任（CSR）
や最近注目されている共通価値の創造（CSV）などがあげられる．また，企業間の連携による
環境管理として，サプライヤーへの環境マネジメントシステム取得の要求や情報共有体制構築で
の連携など，顧客との省エネや廃棄物削減に関する連携などをめぐって，様々な取り組みが展開
されてきた1）3）5）．これらのGSCM実施は，すでに日本企業の環境面や経済面，運営面のパフォー
マンスに一定の影響を与えていることが既存研究で実証されている1）5）．一方，これらの研究は，
様々な業種を含む製造業全体を対象としたアンケート調査の結果に基づいたものであり，業種
の相違によって，GSCMの実施程度やGSCM実施による企業パフォーマンスへの影響が異なる
ことが考えられるにもかかわらず，個別産業にフォーカスした規模的な調査の難しさなどによ
り，十分に研究がなされていないのが現状である．
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本研究は，グローバルに事業展開している日本の電気機械器具企業（以下，電気機械企業）
に焦点を置き，省エネ・省資源・廃棄物対策に関するGSCM実施による企業パフォーマンスへ
の影響を明らかにしていく．まず，アンケート調査の結果をもとに，GSCMの実施内容および
企業パフォーマンスを定量化して抽出する．そのうえで，国内外別のサプライヤーおよび顧客
との連携を含めたGSCMの実施程度を概観し，GSCMの実施による企業パフォーマンス（環境，
経済，運営）への影響を明らかにする．最後に，持続可能な企業経営に向けた電気機械企業の
GSCM推進の方向性を示す．

２．電気機械企業におけるGSCM

本研究における電気機械企業は，総務省の日本標準産業分類における電気機械器具製造業の
企業を指す．1980年代初頭，電気機械器具製造業の中核であるエレクトロニクス産業の経常利
益率は自動車産業よりも高く，輸出立国を標榜する日本の製造業の代表的な産業の一つであっ
た6）．その競争力は，かつて世界市場を席巻し，日本の技術力の高さの象徴的な存在となってい
た．近年，低付加価値品や汎用品分野の海外生産移転や中国など新興国の躍進により，家電な
どの分野で競争力が低下しつつあるものの，高精度・高機能のハイテク製品分野を牽引する形
で事業展開をしている7）．2015年の電気機械産業の貿易黒字は約1.3兆円であり2010年に比べる
と約７割減少しているものの， 5 年ぶりの増加となっている8）．現在，国内需要が低下する中，
成長著しい海外需要を戦略的に獲得する動きが活発化している．今後，これまで国内生産を中
心とした高付加価値分野においても，海外との生産連携が拡大していくと見込まれている．
電気機械企業によるGSCM実施のきっかけは，「ソニーショック」があげられる．2001年オラ

ンダの税関で，電気機械分野の代表的な企業であるソニーが輸出した家庭用ゲーム機PS-oneの
電源ケーブルから，オランダ国内の規制値を大幅に超えるカドミウムが検出され， 1 億3,011万
台の陸揚げが差し止められた．部品交換に60億円のコストがかかり，本件による当該年度のソ
ニーの売上減少は130億円にのぼった．実際，ゲーム機は日本国内のソニー工場で製造されたの
ではなく，サプライチェーンの川上に位置する中国広東省の下請け会社が生産を担当したもの
であった．このソニーの事例から分かるように，自社内の環境管理のみでは経済のグローバル
ニーズには追いつかず，サプライチェーンにあるステークホルダーを含めた環境管理こそが，
グローバル競争に勝ち抜くカギであると言える．ソニーショックの後，電気機械産業の大企業
を中心としてサプライチェーンの総点検が始まり，GSCM実施に着手するようになった．また，
2000年以降，電気機械企業の主な輸出先である欧州の環境規制（RoHS指令，WEEE指令など）
の強化，近年の「Scope3基準」や「ISO/TR 14069」の施行という世界的な動きを受け，GSCM
実施が本格的に展開されるようになってきている．今後，海外との生産連携が一層加速する電
気機械企業において，GSCMの展開によるサプライチェーンでの経営資源の効率化や環境対策
の実現が，グローバル市場競争を勝ち抜くための重要なカギの一つとなる．
日本の電気機械企業のGSCMに関する研究として，國部・篠原（2012）9）により行われたパナ

ソニック株式会社におけるサプライヤーとの連携による企業の環境パフォーマンスへの影響分
析があげられる．しかし，アンケート調査に基づいた電気機械産業のGSCM実施の現状分析や，
それらによる経済・経営・環境パフォーマンスへの影響に関する実証研究は不足している．本
研究で電気機械企業のGSCM実施程度やそれらによる企業パフォーマンスへの影響を明らかに
することで，電気機械企業によるGSCMの戦略的な推進に重要な情報を与えると考えられる．
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３．先行研究と仮説

既存研究では，GSCM実施（企業内部と企業間の連携）による環境パフォーマンス（大気や
水質への汚染物質の排出削減，廃棄物の削減，温室効果ガスの削減）への影響に関する検討が
なされている．企業内部の実施として，例えば，Chien and Shih（2007）10）は，台湾の電気機械
産業を対象として組織の取り組みが高い環境パフォーマンスに寄与したことを実証した．また，
Zsidisin and Hendrick（1998）11）は，欧米企業を対象として，環境配慮型設計や資源回収が環境
パフォーマンスに影響を与えることを示した．孫等（2012）5）は，日本の製造企業を対象として，
環境報告書の公開などのCSRの推進が日本の製造企業の環境パフォーマンスに大きな影響を与
えていることを実証した．一方，企業間の連携によるGSCM実施として，Geffen and 
Rothenberg（2000）12）は，米国の自動車製造企業のケーススタディを通じて，サプライヤーと
の連携が企業環境パフォーマンスの向上に大きな影響を与えることを示した．Vachon and 
Klassen（2006）13）は，カナダと米国の包装印刷企業を対象として，顧客との連携によるGSCM
実施が環境パフォーマンスの向上を促進したことを示した．以上のことから本研究では，６つ
のGSCM実施（組織の取り組み，環境配慮型設計，資源回収，CSRの推進，サプライヤーや顧
客との連携）に注目し，環境パフォーマンスとの関係について，次のような仮説を提唱する．
仮説１：日本の電気機械企業のGSCM実施は，環境パフォーマンスに対して影響を与える．
GSCM実施が製品の品質や生産性などといった企業の運営パフォーマンスの向上に貢献でき

ることも検討されている．例えば，Vachon and Klassen（2008）14）による北米製造業を対象と
した研究は，川上のサプライヤーとの連携が製造プロセスの企業パフォーマンスに影響を与え
やすく，川下の顧客との連携は，製品品質に関する企業パフォーマンスに影響を与えることを
明らかにした．孫等（2012，2016）1）5）は日本の製造業を対象として，廃棄物対策や低炭素化対
策に関する環境配慮型設計がいずれも企業の運営パフォーマンスを促進していることを明らか
にした．以上のことから次のような仮説を提唱する．
仮説２：日本の電気機械企業のGSCM実施は，運営パフォーマンスに対して影響を与える．
既存研究では，GSCM実施と企業の経済パフォーマンスとの関係性に関しても議論が重ねら

れてきた．Zsidisin and Hendrick（1998）11）は，欧米企業に対する検証を通じて，余剰資源の販
売などによる廃棄物の処理費の削減が企業の経済パフォーマンスを向上したことを実証した．
Watson et al. （2004）16）は，環境マネジメントシステムの導入が企業経済に正の影響を与えてい
ることを示した．一方で，GSCM実施が負の経済パフォーマンスを伴うことも指摘されている．
例えば，Zhu and Sarkis（2004）17）は，中国の製造企業における環境配慮型設計などのGSCM実
施が負の経済パフォーマンスを伴うことを示した．以上のことから次のような仮説を提唱する．
仮説３：日本の電気機械企業のGSCM実施は，“正”および“負”の経済パフォーマンスに対し
て影響を与える．

４．アンケート調査の概要

　本研究のアンケート調査は，2011年 1 月～ 2 月に，国内の電気機械企業の中から企業規模別
に無作為に1000社を抽出し，郵送法によって実施した．分析における有効サンプル数は，142で
あった．調査項目に関して，質問１）GSCMの実施（説明変数）および企業規模（コントロー
ル変数），質問２）企業パフォーマンス（目的変数）の２つのカテゴリーを設けた．
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ａ）説明変数
質問１）では，GSCM実施の度合を測定するため，孫等（2010）3）を援用しながら，日本の電

気機械企業による環境配慮型経営の実情を踏まえたうえで，GSCMの実施に関して６つのカテ
ゴリーを設け，38の調査項目を設定した．そのうち，企業内部の取り組みとして「組織の取り
組み」，「環境配慮型設計」，「資源回収」，「CSRの推進」を取り上げた．企業間の連携による取
り組みとしては上流側となる「サプライヤーとの連携」と下流側となる「顧客との連携」を取
り上げた．電気機械企業はグローバルに事業展開している業種であり，国内と国外のサプライ
ヤーや顧客との連携におけるGSCM実施程度の違いを測るため，国内外に分けて質問した．回
答においては，実施度合の低い方から「１＝考えたことはない」「２＝検討したことはあるが，
実施は未定である」「３＝実施は決定しているが，内容は検討中である」「４＝試行的に実施し
ている」「５＝本格的に実施している」の全５択を設定した．
ｂ）目的変数
質問２）では，GSCM実施による企業パフォーマンス向上への影響を測定するため，Zhu et 

al.,（2007b）18）を援用しながら，日本の電気機械企業の実情を踏まえたうえで，GSCMによる企
業パフォーマンスに関して，環境パフォーマンス，運営パフォーマンス，正の経済パフォーマ
ンスおよび負の経済パフォーマンスという４つのカテゴリーを設け，20の調査項目を設定した．
回答方法としては， GSCM に関する各種の取り組みが全体としてどの程度，企業パフォーマン
ス向上に影響したのか，20の調査項目それぞれに対して影響度合の低い方から「１＝まったく
影響はない」「２＝やや影響がある」「３＝大きな影響がある」の全３択を設定した．
　なお，GSCMに関するアンケート調査の質問項目を表２，表３に示す．
ｃ）コントロール変数
既存研究では，企業規模が企業パフォーマンスに影響を与えることが指摘されている．例えば，

Zhang（2008）19）は中国の製造企業に，Grant et al.（2002）20）は米国の化学企業に対する実証研
究の結果，規模の大きな企業には高い環境パフォーマンスが伴うことを示した．このように，
企業規模が企業パフォーマンスに影響を与えると考えられるため，資本金の額をコントロール
変数として採用した．回答企業の企業規模の内訳は表１に示す．

表１　回答企業の規模の内訳
回答数 割合

資本金＜１億円
１億円～５億円
資本金＞５億円

58
22
62

40.8%
15.5%
43.7%

合計 142 100%

５．分析結果

　本研究では，因子分析および重回帰分析を用いて分析を行った．分析にはPASW Statistic 
19.0 for Windows を用いた．
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5.1　GSCM実施と企業パフォーマンスの因子の抽出
アンケート調査の結果をもとにGSCMの実施および企業パフォーマンスについて因子分析（主

成分分析，Kaiserの正規化を伴うバリマックス法）を行った．Kaiser-Meyer-Olkinの標本妥当
性の測度値はそれぞれ0.90，0.89であり，因子分析を行うことが妥当であると判断できる．また，
調査項目間で強い相関を確保するために，因子負荷量が絶対値0.55未満の項目が出現しなくな
るまで，項目を削除しながら因子分析を繰り返した．サプライヤーや顧客との連携に関する調
査項目については，国内と国外の平均値を用いた．その結果，表２，表３のような因子負荷行
列が得られた．表２のGSCM実施では，組織の取り組み，顧客との連携，CSR の推進，サプラ
イヤーとの連携，資源回収，環境配慮型設計という６因子を抽出でき，累計説明率は79.5％であっ
た．一方，表３の企業パフォーマンスでは，環境パフォーマンス，運営パフォーマンス，正の
経済パフォーマンス，負の経済パフォーマンスという４因子を抽出でき，累計説明率は75.2%で
あった．
また，GSCM実施および企業パフォーマンスの各因子間や因子の内的整合性21）を確認するた

め，各因子のクロンバックのα信頼性係数（Cronbach’s alpha），調査項目間の相関関係を算出
した（表２，表３）．10因子のα信頼性係数は，いずれも通常妥当と見られる値の0.7022）より上回っ
た．なお，後半の重回帰分析は各因子の平均値12）を使用した．さらに，企業におけるGSCM実
施程度およびその企業パフォーマンス向上への影響度をみるために，表４に記述統計量を示し
た．GSCM実施程度のうち，国内外のサプライヤーや顧客との連携におけるGSCM実施程度を
比較したものが表５となる．

5.2　仮説の検証
電気機械企業におけるGSCM実施と企業パフォーマンス向上の因果関係を明らかにするため

に，まず，説明変数，コントロール変数，目的変数のピアソン相関係数を求め（表６），そのう
えで，重回帰分析を用いて表７の重回帰モデルを導出した．表６では，組織の取り組みと環境
配慮型設計（0.72，p<0.001），運営パフォーマンスと正の経済パフォーマンス（0.78，p<0.001）
など，相関係数が高い組み合わせも見られるが，多重共線性を測定する指標のVIFは最大でも3.01
であり，分析には問題ない31）．
表７の重回帰分析は， GSCM実施による企業パフォーマンスへの影響を示すものであり，強

制投入法により実施した．コントロール変数は企業規模の指標として資本金を使用した．その
結果，組織の取り組み，顧客との連携が運営パフォーマンスに有意な影響を与えたこと
（Model1，p<0.001）が検証されたため，仮説１がある程度支持された．また，組織の取り組み，
顧客との連携，CSRの推進，サプライヤーとの連携が環境パフォーマンスに有意な影響を与え
ていること（Model2，p<0.001）が認められたため，仮説２も部分的に支持された．さらに，
組織の取り組みが負の経済パフォーマンスに有意な影響を与えたこと（Model3，p<0.01），組
織の取り組み，顧客との連携が正の経済パフォーマンスに有意な影響を与えたこと（Model4，
p<0.001）が検証されたため，仮説３ は部分的に支持された．しかしながら，資源回収，環境
配慮型設計，資本金については，企業パフォーマンスのいずれに対しても有意な影響が見られ
なかった．
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表２　GSCM実施の因子分析結果
F1 F2 F3 F4 F5 F6

経営トップによる省エネ・省資源へのコミットメント
部門ごとの省エネ・省資源への対応
部門間の協力による省エネ・省資源への対応
省エネ・省資源に関するPDCAサイクルの実施
省エネ・省資源に関する従業員への研修
環境マネジメントシステム（ISO14001など）の取得
化学物質に関する適切な管理のための戦略の策定
環境汚染発生時の対応の仕組みの構築
廃棄物対策に関する戦略の策定

.90

.86

.86

.84

.83

.81

.70

.69

.64

.14

.11

.14

.13

.16

.13

.21

.17

.27

.10

.19

.24

.25

.14

.20

.27

.33

.30

.15

.24

.20

.21

.23

.10

.06

.20

.17

.12

.13

.09

.07

.18

.14

.18

.00

.02

.13

.13

.15

.26

.02

.18

.19

.40

.38
不良品や中古品の回収に関する顧客との連携体制の構築
廃棄物輸送等の静脈物流に関する顧客との連携体制の構築
省エネ・省資源の生産技術に関する顧客との連携体制の構築
輸送過程のエネルギー消費削減に関する顧客との連携体制の構築

.21

.03

.25

.27

.84

.79

.71

.60

.17

.22

.00

.22

.05

.30

.33

.36

.17

.20

.04

.28

.10

.08

.23

.16
CSR報告書／環境報告書等の公開
内部評価のためのCSR報告書／環境報告書等の作成
環境会計の導入

.32

.44

.36

.19

.17

.17

.82

.80

.72

.20

.21

.13

.05

.01

.21

.27

.06

.21
二次サプライヤーによる省エネ・省資源の取り組みへのチェック
省エネ・省資源に関するサプライヤーとの情報共有体制の構築
省エネ・省資源を基準としたサプライヤーの選択
サプライヤーに対する環境監査あるいはエネルギー監査

.19

.31

.37

.36

.24

.32

.41

.17

.25

.13

.01

.41

.78

.67

.60

.58

.18

.02

.07

.18

-.09
.30
.31
.10

中古資材（資源や原材料など），スクラップ資材の販売
余剰資本設備の販売
余剰の原材料在庫と製品在庫の販売

.20

.04

.20

.03

.38

.19

-.02
.16
.27

.32
-.03
.15

.81

.81

.62

.18

.14

.01
廃棄物の最小化のための製造工程の設計
製品やパーツの回収・再利用・リサイクルを考慮した製品の開発
原材料とエネルギーの消費削減を考慮した製品の開発

.40

.37

.60

.19

.29

.14

.27

.22

.23

.15

.13

.09

.27

.26

.22

.68

.67

.60
α

因子負荷
.96

28.61
.88

12.33
.91

11.17
.85

10.07
.73
8.71

.91
8.58

 因子抽出法：主成分分析　回転法：Kaiserの正規化を伴うバリマックス法 8回の反復で回転が収束した
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表３　企業パフォーマンスの因子分析結果
P1 P2 P3 P4

スクラップ発生率の削減
オンタイムでの配達量の増加
在庫水準の削減
稼働率の向上
製品品質の向上
省エネ・省資源に関する技術革新

.81

.76

.76

.72

.72

.61

.30

.26

.25

.06

.20

.10

.16

.23

.24

.17

.36

.30

.22

.23

.11

.46

.36

.49
環境事故の予防
排水の削減
廃棄物の削減
有害毒性物質の使用削減
温室効果ガスの排出削減

.21

.25

.24

.09

.14

.79

.78

.71

.70

.69

.19

.17

.17

.14

.12

.13
-.09
.26
.28
.55

環境配慮型経営による稼働コストの増加
環境活動に関する研修費の増加
環境配慮型資材の購入によるコストの増加
省エネ・省資源に対する投資の増加

.24

.18

.30

.20

.16

.18

.13
.415

.89

.84

.79

.69

.12

.08

.26

.31
製品の売り上げの増加
省エネによるエネルギー購入費用の削減
廃棄物の処理・処分費用の削減
省資源による資材購入費用の削減

.32

.34

.46

.55

.11

.32

.31

.26

.23

.23

.12

.21

.73

.73

.61

.59
α

因子負荷
.92

23.03
.86

18.45
.91

17.22
.88

16.48
因子抽出法: 主成分分析  回転法: Kaiser の正規化を伴うバリマックス法 7回の反復で回転が収束した

表４　記述統計
項目数 平均値 標準偏差 N

F1 組織の取り組み
F2 顧客との連携
F3 CSRの推進
F4 サプライヤーとの連携
F5 資源回収
F6 環境配慮型設計

9
4
3
4
3
3

3.86
2.29
3.03
2.47
2.69
3.55

1.32
1.27
1.60
1.20
1.28
1.39

105
103
109
108
106
110

P1 運営パフォーマンス
P2 環境パフォーマンス
P3 負の経済パフォーマンス
P4 正の経済パフォーマンス

6
5
4
4

2.10
2.12
2.01
2.17

0.61
0.58
0.59
0.61

101
 98
106
105
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表５　企業間の連携によるGSCM実施程度の国内外の比較
国内 国外

サ
プ
ラ
イ
ヤ
ー
と
の
連
携

サプライヤーへの設計仕様の提示（*）
省エネ・省資源に関するサプライヤーとの情報共有体制の構築
サプライヤーに対する環境監査あるいはエネルギー監査
サプライヤーのISO14000取得あるいはその他の環境マネジメントシステム取得
の要求（*）
二次サプライヤーによる省エネ・省資源の取組へのチェック
ジャストインタイムの物流システムの採用（*）
省エネ・省資源を基準としたサプライヤーの選択

3.18
2.61
2.63
3.03

1.86
2.94
2.79

3.00
2.34
2.34
2.81

1.84
2.73
2.75

平均値 2.72 2.54

顧
客
と
の
連
携

環境配慮型設計に関する顧客との連携体制の構築（*）
省エネ・省資源の生産技術に関する顧客との連携体制の構築
製品輸送過程のエネルギー消費削減に関する顧客との連携体制の構築
サードパーティー・ロジスティックスの採用（*）
不良品や中古品の回収に関する顧客との連携体制の構築
廃棄物輸送等の静脈物流に関する顧客との連携体制の構築

3.01
2.50
2.51
2.75
2.37
2.02

3.00
2.51
2.39
2.90
2.25
1.95

平均値 2.53 2.50

 （*）は因子分析では削除された項目である．

表６　GSCM実施と企業パフォーマンスの相関
F1 F2 F3 F4 F5 F6 P1 P2 P3 P4 資本金 N

F1 組織の取り組み
F2 顧客との連携
F3 CSRの推進
F4 サプライヤーとの連携
F5 資源回収
F6 環境配慮型設計
P1 運営パフォーマンス
P2 環境パフォーマンス
P3 負の経済パフォーマンス
P4 正の経済パフォーマンス
資本金

 1
.49**
.68**
.65**
.35**
.72**
.58**
.64**
.43**
.67**
.20

 
 1
.48**
.68**
.48**
.54**
.57**
.47**
.39**
.54**
.39**

 

 1
.63**
.32**
.64**
.49**
.69**
.36**
.49**
.33**

 

 1
.40**
.59**
.55**
.43**
.41**
.48**
.25**

 1
.48**
.38**
.33**
.32**
.44**
.32**

 

 1
.57**
.56**
.39**
.65**
.25*

 1
.56**
.59**
.78**
.28**

 1
.52**
.65**
.35**

 1
.59**
.24*

 1
.27* 1

105
103
109
108
106
110
101
98
106
105
142

 **相関係数は1%水準で有意（両側）　*相関係数は5%水準で有意（両側）
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６．考　察

表４のGSCM実施の平均値から，日本の電気機械企業のGSCM実施のうち，組織の取り組み，
環境配慮型設計，CSRの推進（F1, F3, F6≧3.03）が比較的進んでおり，資源回収（F5＝2.69），
サプライヤーや顧客との連携によるGSCM実施（F2, F4≦2.47）が相対的に遅れていることが判
明した．国内外のサプライヤーや顧客との連携によるGSCM実施（表５）を比較すると，国外
のサプライヤーとの連携では，すべての項目の実施水準が国内より下回っていることが分かっ
た．これは，電気機械企業のサプライヤーの多くが途上国にあるため，環境に関する法制度や
企業文化，環境意識，経済力などが異なり，国内サプライヤーと比べて企業連携が進みにくい
という現状の現れであると考えられる．また顧客との連携に関しては，国外の顧客との連携の
平均値（2.53）が国内（2.50）よりやや下回っているものの，実施程度には大きな差は見られな
かった．一方で，孫等（2012）による製造業全体のGSCM実施程度と比べ，電気機械企業の
GSCM実施項目のすべての得点が下回っていることから，電気機械企業のGSCM実施が製造業
全体より遅れていることが判明した．近年，電気機械企業の競争力の低下が続いている中，費
用や労力のかかる環境管理を強化する余裕が他の業種と比べて十分にはなかったことが理由と
して考えられる．
次に，企業パフォーマンス（2.01≦P3<P1<P2<P4≦2.17）のいずれも，アンケートの３段階

評価「２．やや影響がある」を超える影響をGSCMの実施から受けていることが判明した（表４）．
個々のGSCM実施による各種企業パフォーマンスへの影響（表７）については，組織の取り組
みに，負の経済パフォーマンスへの影響がみられるものの，顧客との連携とともに正の経済・
環境・運営パフォーマンスのいずれに対しても促進効果が確認された．組織の取り組みは，環
境に関する研修費や生産コストの増加などをもたらしてはいるが，顧客との連携とともに，環
境パフォーマンスのみではなく，経済および運営パフォーマンスをも促進しており，企業経営
と環境対策の両立に寄与していることが示された．またCSR の推進およびサプライヤーとの連
携は，環境パフォーマンスの向上に寄与していることも判明した．一方，資源回収や環境配慮
型設計からは，いずれの企業パフォーマンスの向上にも有意な影響が見られなかった．

81

表７　GSCM実施と企業パフォーマンスの回帰分析

運営（P1） 環境（P2） 負の経済（P3） 正の経済（P4）

Model1 Model2 Model3 Model4

F1 組織の取り組み
F2 顧客との連携
F3 CSRの推進
F4 サプライヤーとの連携
F5 資源回収
F6 環境配慮型設計
資本金

 0.28*
 0.24⁺
-0.002
 0.09
 0.03
 0.13
 0.06

 0.36**
 0.19⁺
 0.48***
-0.28**
 0.02
 0.02
 0.09

 0.29⁺
 0.12
 0.02
 0.03
 0.14
-0.03
 0.09

 0.47***
 0.22⁺
-0.04
-0.11
 0.10
 0.19
 0.06

調整済みR2  0.42  0.56  0.19  0.50

F  9.92*** 15.96***  4.03** 13.88***

 †p<0.1,   *P＜0.05,   **P＜0.01,   ***P＜0.001
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７．おわりに

本研究では国内の電気機械企業におけるGSCM の実施程度を概観し，GSCM 実施による各種
企業パフォーマンスへの影響を検討した．その結果，まず，日本の電気機械企業のGSCM は，
組織の取り組み，環境配慮型設計，CSRの推進に重点が置かれており，資源回収や企業間の連
携による取り組みが相対的に遅れていること，製造業全体のGSCM実施水準より下回っている
ことが示唆された．また，国内のサプライヤーとの連携に比べて，国外のサプライヤーとの連
携が遅れていることも判明した．次に，組織の取り組みは，負の経済パフォーマンスへの影響
がみられるものの，顧客との連携とともに環境パフォーマンスのみではなく，経済および運営
パフォーマンスをも促進しており，企業経営と環境対策の両立に寄与していることが示された．
さらにCSR の推進およびサプライヤーとの連携は，環境パフォーマンスの向上に寄与している
ことも判明した．一方，資源回収や環境配慮型設計からは，いずれの企業パフォーマンスの向
上にも有意な影響が見られなかった．
今後，日本の電気機械企業における持続可能な企業経営を実現するためには，国外のサプラ

イヤーとの連携の実施水準を向上し，資源回収や国内外の企業間連携によるサプライチェーン
単位の環境管理を強化するとともに，企業パフォーマンスに寄与するような資源回収，環境配
慮型設計のあり方を検討していくべきであろう．本研究は電気機械企業に特化した分析であり，
その他の産業に関する詳細な検討は今後の課題としたい．

＜謝辞＞本研究は，科学研究費補助金（24710056）と環境省環境研究総合推進費（2RF-1303（2））
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